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１  編 成 方 針 
 

 

 
新生としま改革プランへの取り組みを通じ、区政の新たな基盤づくりを推進

するとともに、財政健全化計画の着実な実施をはかり、財政の再建に向け確実

な一歩を踏み出す予算。 

 

 
 

平成１３年度予算は、上記の方針のもと、下記の事項を基本として編成しました。 
 

 
 

１．「財政健全化計画」に定めた事項を確実に実施することにより、歳入の確保と歳出

の抑制をはかり、危機的な財政状況の克服に向けた対応を徹底すること。 

 
 

２．「新生としま改革プラン推進計画」に盛り込んだ取り組み事項を積極的に予算化し、

新たな行政システムの構築に着手するとともに、事務事業の再構築、施設配置の再

編成を推進すること。 
 

 

３．少子高齢化の進展、介護保険制度の実施状況を踏まえつつ、福祉の基盤整備を積

極的に進めるため、これまでの事業の見直しと新たな施策の展開をはかること。 

 
 

４．限られた財源をより一層重点的に配分し、教育環境の充実、都市基盤の整備など

長期的、計画的に対応する必要がある課題へ適切に対処すること。 
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２  財 政 規 模 
 

 

 
平成１３年度の一般会計予算規模は、９４６億９百万円で、前年度当初予算

の９６８億８０百万円に比べ、２２億７１百万円、２．３％の減となっていま

す。 
人件費は、前年度に比べ６億９２百万円、２．７％の減となり、事業費は、

２１億６２百万円、３．２％の減となっています。投資的経費は５億８３百万
円、１４．４％の増となっています。 
特別会計を含めた財政規模は、１，４７２億５４百万円となり、これまで最

も大きかった平成１２年度を上回り、過去最大の規模となります。 

 

 
 

（単位：百万円） 

 
区   分 

 

 
１３年度 

 
１２年度 

 
増減額 

 
増減率（％） 

一 般 会 計 94,609 96,880 Δ   2,271 Δ  2.3 

人 件 費 24,561 25,253 Δ     692 Δ  2.7 

事 業 費 65,418 67,580 Δ   2,162 Δ  3.2  

投 資 的 経 費 4,630 4,047 583 14.4 

特別会計（４会計） 52,645 49,944 2,701 5.4 

合  計（５会計） 147,254 146,824 430 0.3 

 

※  特別会計は、国民健康保険事業会計、老人保健医療会計、介護保険事業会計、従

前居住者対策会計となります。 
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３  １３年度予算の特徴 
 

 

 
平成１３年度の一般会計予算は、対前年度比２２億７１百万円、２．３％の

減となり、３年連続のマイナスとなっています。 
このマイナス幅は平成元年度以降、４番目に大きなものとなっています。 

 

 
 

 
平成１３年度予算では、「財政健全化計画」にもとづき、想定された財源不

足を圧縮するため、内部努力の徹底、事務事業の見直し、歳入確保などに取り
組み、既定経費の削減に努めました。 
その結果、「財政健全化計画」で計画した「つなぎの財源対策」とほぼ同程

度の特別な財源対策を講じる必要が生じ、学校跡地の活用、職員給与の臨時特

例的な縮減により対応することとしました。 

 
 

 

 
厳しい財政状況が引き続くなか、区民サービスの質的な向上と継続性、安定

性を確保するため、福祉・保健、教育、都市整備・都市環境、地域経済の分野

における事業の再編成と充実に向け重点的に対応しました。 
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４  歳 入 の 概 要 
 

 

 
特別区税は、対前年度比４億５３百万円、１．９％の減となっています。 
これは、景気低迷の影響などにより特別区民税が伸び悩むとともに、たばこ

の売り上げ本数の減少が見込まれ、特別区たばこ税が落ち込むことによるもの

です。 

 
 

 

 
特別区交付金（都区財政調整交付金）は、対前年度比３億７百万円、1.1％

の微増となっています。 

これは、調整税のうち固定資産税は減少が見込まれる反面、企業収益の回復

などにより市町村民税法人分が好調なことなどによるものです。 

 

 
 

 
前年度に大きく伸びた利子割交付金は、対前年度比５億５５百万円 23.3％

の減となっています。 
高金利時代に預け入れられた郵便貯金の満期到来分が１２年度に比べ、減少

すると見込まれることによるものです。 

 

 
 

 
特別区債は、大幅に減少した前年度をさらに下回り、対前年度比１億７７百

万円、６．６％の減となっています。 
起債依存度も前年度から０．２ポイント低下し、２．６％となっています。 
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（単位：百万円） 

区    分 
 

１３ 年 度 
 

 
１２ 年 度 

 

 
増 減 額 

 

 
増減率（％） 

 
特 別 区 税 ２３，０６６ ２３，５１８ Δ ４５３ Δ １．９ 

利 子 割 交 付 金 １，８２６ ２，３８１ Δ ５５５ Δ２３．３ 

地方消費税交付金 ３，９３６ ３，９５２ Δ   １６ Δ ０．４ 

地方特例交付金 １，７５５ １，７５４      １ ０．１ 

特 別 区 交 付 金 ２８，４４５ ２８，１３８ ３０７ １．１ 

特 別 区 債 ２，４９３ ２，６７０ Δ １７７ Δ ６．６ 
 うち減税補てん債 ６８７ ６８０ ７ １．０ 

そ の 他 の 歳 入 ３３，０８８ ３４，４６７ Δ１，３７９ Δ ４．０ 

合    計 
 

９４，６０９ 
 

９６，８８０ 
 

 
Δ２，２７１ 

 
Δ ２．３ 
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５  歳 出 の 概 要 
 

 

 
人件費は、対前年度比６億９２百万円、２．７％の減となり、２年ぶりのマ

イナスとなっています。（１２年度当初予算から清掃・介護関連経費を除いた

場合は、３年連続のマイナスとなります。） 
また、減少額、減少率とも過去最大のマイナスとなっています。 
一般会計では、「財政健全化計画」における減員目標規模（55 人）を２割上

回る６６人の減とし、国民健康保険事業会計では、収納対策の強化をはかるた

め２人の増加としました。 

 

 
                                                        （単位：人） 

 
区   分 

 

 
一 般 会 計 

国民健康保険       
 

事 業 会 計       

介 護 保 険       
 

事 業 会 計       

 
合  計 

 
１３ 年 度 

 

 
２，６６８ 

 

 
５２ 

 

 
３８ 

 

 
２，７５８ 

 
 

１２ 年 度 
 

 
２，７３４ 

 
５０ 

 
３８ 

 
２，８２２ 

 
増   減 

 

 
Δ   ６６ 

 
２ 

 
０ 

 
Δ   ６４ 

 

 
 

 
事業費は、対前年度比２１億６２百万円、３．２％の減となり、３年ぶりの

マイナスとなっています。（１２年度当初予算から清掃・介護関連経費を除い

た場合は、２年連続のマイナスとなります。） 
減少額、減少率とも過去最大規模となっており、「財政健全化計画」による

施策の見直しなどによるものです。 
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投資的経費は、対前年度比５億８３百万円、１４．４％の増となり、３年ぶ

りのプラスとなっています。 

増加要因は、新中学校の建設経費が大幅に増加することなどによるものです

が、その他の事業については、「財政健全化計画」にもとづき見直しを行った
結果、総額は、平成元年度以降、最小規模となった前年度（１２年度）に次ぐ

規模まで抑制しました。 

 

 
 

 
目的別の内訳では、教育費とその他の項目（公債費・諸支出金）を除き、全

ての分野で前年度に比べ減少となっています。 
このうち、経済生活費は、融資枠を確保したうえで中小商工業融資の預託金

を見直したことなどにより、３９．３％の大幅なマイナスとなっています。 
また、清掃環境費は共同処理経費の減少など、都市整備費は市街地再開発事

業経費の減少など、土木費は施設建設の終了などにより、前年度に比べ減少し

たものです。 

 

 
（単位：百万円） 

区   分 
 

１３年度 
 

 
１２年度 

 

 
増 減 額 

 

 
増減率（％） 
 

議 会 費 ７０９ ７１９ Δ   １０ Δ １．５ 

総 務 費 １２，５７４ １２，８９４ Δ ３２０ Δ ２．５ 

福 祉 費 ３４，７７９ ３５，０３５ Δ ２５６ Δ ０．７ 

衛 生 費 ３，８４５ ４，０４３ Δ １９８ Δ ４．９ 

経 済 生 活 費 ３，２３１ ５，３２４ Δ ２，０９３ Δ ３９．３ 

清 掃 環 境 費 ４，９１５ ５，５０５ Δ ５９０ Δ １０．７ 

都 市 整 備 費 ２，９３１ ３，２１８ Δ ２８８ Δ ８．９ 

土 木 費 ５，２７４ ５，８４７ Δ ５７３ Δ ９．８ 

教 育 費 １１，０１８ １０，１６４ ８５４ ８．４ 

そ の 他 １５，３３４ １４，１３１ １，２０４ ８．５ 

合   計 
 
９４，６０９ 

 
９６，８８０ 

 
Δ２，２７１ 

 
Δ ２．３ 
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６  重 点 施 策 
 

 

 
（１）「新生としま」の実現                  １５事業     ５８０百万円 
 

「新生としま改革プラン」にもとづいて、新たな時代に対応する区政を

創り出し、区民とともに自治の未来を切り拓きます。 
 

 

 
○ ＩＴの活用     ４６６百万円 

（・庁内情報基盤の整備  ・障害者情報バリアフリーの整備   ・ＩＴ講習会  ・ ホ

ームページの運営  ・住民基本台帳ネットワークシステムの構築） 

 
○ 行政評価制度の推進     ４百万円 

 
○ 区政モニター制度の充実     １百万円 

 

○ インターンシップによる広報番組制作     ２百万円 
 

○ 職員研修基本計画の策定（センターの設立）     １百万円 

 

○ 特別再雇用制度の創設     １９百万円 

 

○ 歳入確保の推進     ２９百万円 

（・滞納整理システムの導入  ・保育料収納システムの導入） 

 
○「地域活動あり方検討会」の設置     １百万円 

 
○ 自動交付機の拡充      ５４百万円 

 
○ 東池袋四丁目再開発事業交流施設実施計画の策定      ３百万円 
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（２）保健福祉の新たな基盤づくり       ２１事業     ３，２１６百万円 
 

介護保険制度への対応、在宅サービスの充実に資する新たなサービスの

基盤づくりを推進するとともに、区民の健康づくりを支援します。 
 

 

 
○ 障害者福祉の基盤づくり     １５３百万円 

（・地域自立生活支援センターの開設  ・知的障害者ガイドヘルパー派遣の実施・

精神障害者ホームヘルプサービス事業の創設  ・身体障害者ショートステイサ

ービスの実施  ・難病患者等居宅生活支援事業  ・入浴サービス事業の拡

大   ・障害者ホームヘルパー派遣事業の拡大） 

 
○ 介護基盤の整備支援     ４８０百万円 

（介護老人福祉施設の整備支援・学校跡地を活用した福祉施設の整備） 

 

○ 介護予防等の充実      ９３百万円 

（・在宅ケアネットの拡大  ・在宅介護支援センターの機能充実  ・介護予防健

康づくり事業の拡大  ・家族介護慰労事業の創設） 

 
○ 介護施設の運営     ２，４６１百万円 

（・特別養護老人ホーム ４ヵ所   ・高齢者在宅サービスセンター  １１ヵ所） 
 

○ 健康づくりの支援充実    ２４百万円 
（・歯科医療連携推進事業の開始  ・生活習慣改善指導事業の創設  ・歯周疾患

検診事業の拡大  ・健康づくり協力店普及啓発事業の創設） 

 

○ 福祉システムの整備     ５百万円 
（・成年後見制度の整備  ・いきいき活動の促進と支えあいネットワークづくり） 

 
○ 介護保険事業計画改定準備    （５百万円） 

（介護保険事業会計において実施） 

 
 

 
 



 - 10 - 

 

 
（３）子育て環境の整備                  １１事業        ２０５百万円 
 

少子化の一層の進展を踏まえ、多様な保育内容の提供、総合的な子育て

支援を展開します。 
 

 

 
○ 少子化対策、子育て支援機能の充実     １３２百万円 

（子ども家庭支援センターの開設〔東、西 2ヵ所設置〕  ・緊急一時保護宿泊費助

成事業の創設） 

 
○ 保育サービスの多様化     １０百万円 

（・一時保育の拡充〔子ども家庭支援センター〕 ・延長保育スポット利用の開

始  ・年末保育事業  ・保育園ボランティアの推進） 

 
○ 子育て環境の整備     ６２百万円 

（・保育園施設の改修と設備の改善  ・産褥期ヘルパー派遣事業の開始  ・ファミ

リーサポートセンター事業） 
 

○ 青少年の健全育成     １百万円 

（・子ども青少年会議の設置  ・子ども情報発信事業の開始） 
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（４）教育・学習基盤の充実            １６事業      ２，６７１百万円 
 

これからの学校教育に対応できる学校の建設等を進めるとともに、生涯

学習、スポーツの基盤づくりを推進します。 
 

 

 

 
○ 新小学校・新中学校の建設     ２，１０３百万円 

 

○ 学校改修による統合の推進     ８２百万円 
 

○ 学校耐震補強の推進     ２４４百万円 
 

○ 学校適正配置の推進     １７百万円 
 

○ 総合的な学習の時間の充実     ２２百万円 
 

○ 開かれた教育の推進     ８百万円 
（・開かれた教育推進事業の紹介  ・豊島スクールスタッフの導入  ・新たな教育

改革に向けた教育管理職研修の実施） 
 

○ 学習用コンピュータの充実（インターネット接続）     １４１百万円 
 

○ 生涯学習・スポーツ基盤の整備     ５４百万円 

（・としま出前講座の開設  ・トレーニングルームの設置  ・スポーツ振興計画

の策定） 
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（５）元気のある街づくりと都市環境の保全  ２３事業  １，０６１百万円 
 

商店街づくりなどの支援を強化するとともに、街の骨格となる都市基盤

の整備を進めます。また、資源循環型地域社会をめざし、ごみ回収の新た

な仕組みづくりに取り組みます。 
 

 

 
○ 商店街づくりの支援と観光事業の充実     ２１百万円 

（・若手経営者会議の開催  ・21 世紀商店街づくり振興プランの策定  ・地域ま

つりの支援充実  ・中小企業実態調査の実施） 

 
○ 安全・安心まちづくりの推進     １１３百万円 

（・地域安全対策の推進   ・福祉のまちづくりの普及啓発   ・鉄道駅エレベー

ター等設置事業への助成） 

 
○ 計画的な街づくりへの取り組み      １５百万円 

（・土地利用現況調査  ・都市計画道路補助 172 号線沿道地区地区計画の策定 

  ・グリーン大通り周辺整備調査  ・住宅マスタープランの改定） 

 
○ 道路の整備と管理適正化の推進     １２２百万円 

（・都市計画道路補助１７３号線の整備  ・下板橋駅周辺道路等整備   ・法定及

び法定外公共物実態調査  ・道路占用物件実態調査） 
 

○ 交通対策の充実     ２８９百万円 
（・自転車駐車場の開設〔巣鴨駅北、巣鴨駅南、千川駅北第２〕  ・自転車駐車

場の整備〔目白駅東、目白駅北〕  ・登録制自転車置場の整備  ・自転車利用

空間ネットワークの整備） 

 
○ 都市基盤整備の促進     ４７９百万円 

（・目白駅周辺整備  ・橋梁の整備  ・居住環境総合整備事業の推進） 
 

○ 資源循環型社会の実現      ２２百万円 
（・新資源回収事業の試行・準備） 
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７  財政健全化計画と財源不足への対応                     
 

 

 
平成１６年度に実質的黒字へ転換することを目標に、昨年１０月、「財政健

全化計画」を策定し、予算編成を進めてきました。 
「財政健全化計画」と平成１３年度予算を比較すると、概ね計画で想定した

規模で予算案を作成することができました。 

 
 

《 歳 入 》                                                    （単位：百万円） 
 

区      分 
 

 
総   額 

 
一 般 財 源 

 
特 定 財 源 

１３年度予算案 ９４，６０９ ６３，６６８ ３０，９４１ 

財政健全化計画目標額 ９２，４２０ ６０，４９１ ３１，９２９ 

増      減 ２，１８９ ３，１７７ Δ   ９８８ 

 

※  13 年度予算案の一般財源額には、特別な財源対策相当分など 3,188 百万円が含まれてい

ます。 

 
《 歳 出 》                                                    （単位：百万円） 
 

区      分 
 

 
総   額 

 
人 件 費 

 
事 業 費 

 
投資的経費 

１３年度予算案 
（うち一般財源額） 

９４，６０９ 
（63,668） 

２４，５６１ 
（23,188） 

６５，４１８ 
（38,671） 

４，６３０ 
（1,809） 

財政健全化計画目標額 
（うち一般財源額） 

９４，７９３ 
（62,864） 

２４，８７７ 
（23,588） 

６５，５４１ 
（36,381） 

４，３７５ 
（2,895） 

増      減 
（うち一般財源額） 

Δ １８４ 
（804） 

Δ ３１６ 
（Δ 400） 

Δ １２３ 
（2,290） 

２５５ 
（Δ1,086） 

 
※  13 年度予算案の事業費には、特別な財源対策に関連する経費 567 百万円が含まれていま

す。 
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「財政健全化計画」では、財政を再建するための措置として「内部努力の徹

底」、「施策の見直し」、「歳入確保」、「財源対策」の４つの柱を掲げています。 

これらの取り組みのうち、財源対策を除いた事項についての平成１３年度予

算案への反映内容（12 年度予算からの減額規模等）は、下記のとおり総額で
３８億９９百万円となっています。 
なお、既定経費の増加分などを含めて１３年度と１２年度の予算額を比較す

ると、１６億２４百万円の効果額となっています。 

 

 
○ 内部努力の徹底     ７６３百万円 

・組織定数の適正化（職員数の削減）     ４２０百万円      
・給与の削減（期末手当等の削減）     ２２９百万円 

・職員関係経費の見直し     ２６百万円 
・非常勤職員等の見直し     ８８百万円 

 
○ 事務事業の見直し     ９２２百万円 

・廃止、休止、縮小     ２７８百万円 
・補助金の見直し     １４９百万円 

・執行方法等の見直し     ２２４百万円    

・民間委託等の推進     Δ ３０百万円 
   （経費の増加により予算は前年度に比べ増） 

・財政支援団体（外郭団体）への助成見直し     ６２百万円 
・その他の見直し     ５７５百万円 

・投資的経費の抑制   １，１２１百万円 
（ただし工事進捗により、予算は前年度比５４１百万円の増） 

・公共施設の再構築     ２０３百万円 
 

○ 歳入確保     ５５３百万円（ただし調定額の減少により、予算は６０百万円の減） 
・区税収納率の向上     ４８百万円 

（ただし調定額の減少により、予算は４９百万円の減） 

・国保収納率の向上    ２７４百万円 
（ただし調定額の減少により、予算は２４２百万円の減） 

・使用料等の見直し     ２３１百万円 
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前記の見直しに取り組んだ結果、財政健全化計画で計画したとおり、財源不

足が生じたため、下記のとおり２６億２１百万円の財源対策を講じました。 
なお、財政健全化計画では、財源対策の規模を２３億７３百万円と想定して

おり、この規模を２億４８百万円上回る額となっています。 

 
 

○ 学校跡地を活用した財源対策     ２，３９１百万円 
（本年３月廃止となる雑司谷小学校の跡地を活用し、福祉施設を整備しつつ財源確

保をはかる。） 
 

○ 職員給与の臨時特例的な縮減     ２３０百万円 
（昇給の抑制、超過勤務手当の縮減、管理職員給与の削減を実施するとともに、

職員互助会交付金を削減する。） 
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計数表等  
 

 
 
 
 

※  参 考 と し て 以 下 の 資 料 を 添 付  

 

 

①  平 成 13 年 度 財 政 規 模 （ 千 円 単 位 ）  

②     〃       一 般 会 計 歳 出 財 源 別 ・ 経 費 別 前 年 度 比 較  

③  一 般 会 計 の 推 移  

④  公 債 費 比 率 の 推 移 と 見 込 み  

⑤  起 債 残 高 の 推 移 と 見 込 み  

⑥  起 債 依 存 度 の 推 移  

⑦  平 成 13 年 度 都 区 財 政 調 整 方 針 ・ フ レ ー ム 案  

 
 



１．平 成 13 年 度 　財　政　規　模

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 平 成 13 年 度 構 成 比

特 別 区 税 23,065,614 24.4
自 動 車 重 量 譲 与 税 交 付 金 318,476 0.3

1. 地 方 道 路 譲 与 税 交 付 金 206,832 0.2
利 子 割 交 付 金 1,825,553 1.9

一 歳 地 方 消 費 税 交 付 金 3,936,015 4.2
自 動 車 取 得 税 交 付 金 610,443 0.6
地 方 特 例 交 付 金 1,755,241 1.9
特 別 区 交 付 金 28,445,223 30.1

般 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 41,677 0.0
財 産 収 入 （ 財 産 運 用 収 入 ） 2,595,462 2.7
繰 入 金 810,670 0.9
繰 越 金 1 0.0

会 入 一 般 寄 附 金 7,770 0.0
競 馬 組 合 収 益 金 配 分 金 52,397 0.1
運 用 金 － －
国 ・ 都 支 出 金 13,198,693 14.0

計 特 別 区 債 2,493,000 2.6
そ の 他 特 定 財 源 15,245,783 16.1

計 94,608,850 100.0
特 定 財 源 30,940,691 32.7
一 般 財 源 63,668,159 67.3

歳 人 件 費 24,561,005 26.0
事 業 費 65,417,842 69.1

出 投 資 的 経 費 4,630,003 4.9
計 94,608,850 100.0

2. 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 21,079,575
3. 老 人 保 健 医 療 会 計 22,648,285
4. 介 護 保 険 事 業 会 計 8,911,447
5. 従 前 居 住 者 対 策 会 計 5,692

合　　　　　　　　　　　　　計 147,253,849
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単位：千円

平 成 12 年 度 構 成 比 増　(△)　減 伸　　　率

23,518,245 24.3 △ 452,631 △ 1.9

321,611 0.3 △ 3,135 △ 1.0

183,789 0.2 23,043 12.5

2,381,000 2.5 △ 555,447 △ 23.3

3,952,476 4.1 △ 16,461 △ 0.4

625,747 0.6 △ 15,304 △ 2.4

1,754,000 1.8 1,241 0.1

28,138,307 29.0 306,916 1.1

41,901 0.0 △ 224 △ 0.5

619,001 0.6 1,976,461 319.3

1,255,822 1.3 △ 445,152 △ 35.4

500,000 0.5 △ 499,999 △ 100.0

7,232 0.0 538 7.4

52,397 0.1 0.0

1,130,000 1.2 △ 1,130,000 皆減

12,763,103 13.2 435,590 3.4

2,670,000 2.8 △ 177,000 △ 6.6

16,965,071 17.5 △ 1,719,288 △ 10.1

96,879,702 100.0 △ 2,270,852 △ 2.3

32,215,368 33.3 △ 1,274,677 △ 4.0

64,664,334 66.7 △ 996,175 △ 1.5

25,253,193 26.1 △ 692,188 △ 2.7

67,579,986 69.8 △ 2,162,144 △ 3.2

4,046,523 4.2 583,480 14.4

96,879,702 100.0 △ 2,270,852 △ 2.3

20,124,802 954,773 4.7

20,640,338 2,007,947 9.7

9,173,354 △ 261,907 △ 2.9

5,682 10 0.2

146,823,878 429,971 0.3
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平成 13 年度　一般会計(案)財源別、経費別対前年度(当初)比較表

予　　　　　算　　　　　額 　　財

款 特

平成13年度 構成比％ 平成12年度 構成比％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成13年度 構成％

議 会 費 708,542 0.7 719,084 0.7 △ 10,542 △ 1.5

総 務 費 12,574,077 13.3 12,893,704 13.3 △ 319,627 △ 2.5 1,920,785 6.2

福 祉 費 34,778,706 36.8 35,034,963 36.2 △ 256,257 △ 0.7 18,773,669 60.7

衛 生 費 3,844,565 4.1 4,042,689 4.2 △ 198,124 △ 4.9 1,334,321 4.3

経 済 生 活 費 3,231,051 3.4 5,324,405 5.5 △ 2,093,354 △ 39.3 2,127,696 6.9

清 掃 環 境 費 4,915,330 5.2 5,505,306 5.7 △ 589,976 △ 10.7 604,035 2.0

都 市 整 備 費 2,930,603 3.1 3,218,440 3.3 △ 287,837 △ 8.9 1,413,569 4.6

土 木 費 5,273,803 5.6 5,846,787 6.0 △ 572,984 △ 9.8 1,967,789 6.4

教 育 費 11,017,953 11.6 10,164,227 10.5 853,726 8.4 2,524,035 8.2

公 債 費 8,293,916 8.8 7,552,957 7.8 740,959 9.8

諸 支 出 金 6,790,304 7.2 6,327,140 6.5 463,164 7.3 274,792 0.9

予 備 費 250,000 0.3 250,000 0.3 0.0

歳 出 合 計 94,608,850 100.0 96,879,702 100.0 △ 2,270,852 △ 2.3 30,940,691 100.0

経

款 人　　　　　件　　　　　費 事

平成13年度 構成％ 平成12年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成13年度 構成％

議 会 費 168,906 0.7 172,567 0.7 △ 3,661 △ 2.1 539,636 0.8

総 務 費 6,096,671 24.8 5,999,619 23.8 97,052 1.6 6,413,757 9.8

福 祉 費 9,534,705 38.8 9,896,878 39.2 △ 362,173 △ 3.7 24,745,296 37.8

衛 生 費 1,186,640 4.8 1,228,586 4.9 △ 41,946 △ 3.4 2,603,423 4.0

経 済 生 活 費 223,033 0.9 222,878 0.9 155 0.1 3,008,018 4.6

清 掃 環 境 費 2,062,914 8.4 2,221,757 8.8 △ 158,843 △ 7.1 2,852,416 4.4

都 市 整 備 費 400,682 1.6 429,524 1.7 △ 28,842 △ 6.7 2,372,716 3.6

土 木 費 1,541,354 6.3 1,536,475 6.1 4,879 0.3 2,374,954 3.6

教 育 費 3,346,100 13.6 3,544,909 14.0 △ 198,809 △ 5.6 5,173,406 7.9

公 債 費 8,293,916 12.7

諸 支 出 金 6,790,304 10.4

予 備 費 250,000 0.4

歳 出 合 計 24,561,005 100.0 25,253,193 100.0 △ 692,188 △ 2.7 65,417,842 100.0

- 20 -



単位:千円

源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

定　　　　財　　　　源 一　　　　　般　　　　　財　　　　　源

平成12年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成13年度 構成％ 平成12年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

708,542 1.1 719,084 1.1 △ 10,542 △ 1.5

2,018,215 6.3 △ 97,430 △ 4.8 10,653,292 16.7 10,875,489 16.8 △ 222,197 △ 2.0

18,092,263 56.2 681,406 3.8 16,005,037 25.1 16,942,700 26.2 △ 937,663 △ 5.5

1,434,961 4.5 △ 100,640 △ 7.0 2,510,244 3.9 2,607,728 4.0 △ 97,484 △ 3.7

4,117,175 12.8 △ 1,989,479 △ 48.3 1,103,355 1.7 1,207,230 1.9 △ 103,875 △ 8.6

485,650 1.5 118,385 24.4 4,311,295 6.8 5,019,656 7.8 △ 708,361 △ 14.1

1,516,460 4.7 △ 102,891 △ 6.8 1,517,034 2.4 1,701,980 2.6 △ 184,946 △ 10.9

2,535,232 7.9 △ 567,443 △ 22.4 3,306,014 5.2 3,311,555 5.1 △ 5,541 △ 0.2

1,751,362 5.4 772,673 44.1 8,493,918 13.3 8,412,865 13.0 81,053 1.0

1 0.0 △ 1 8,293,916 13.0 7,552,956 11.7 740,960 9.8

264,049 0.8 10,743 4.1 6,515,512 10.2 6,063,091 9.4 452,421 7.5

250,000 0.4 250,000 0.4 0.0

32,215,368 100.0 △ 1,274,677 △ 4.0 63,668,159 100.0 64,664,334 100.0 △ 996,175 △ 1.5

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

業　　　　　　　費 投　　　資　　　的　　　経　　　費

平成12年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成13年度 構成％ 平成12年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

546,517 0.8 △ 6,881 △ 1.3

6,495,625 9.6 △ 81,868 △ 1.3 63,649 1.4 398,460 9.8 △ 334,811 △ 84.0

25,107,748 37.2 △ 362,452 △ 1.4 498,705 10.8 30,337 0.7 468,368 #####

2,763,447 4.1 △ 160,024 △ 5.8 54,502 1.2 50,656 1.3 3,846 7.6

5,101,527 7.5 △ 2,093,509 △ 41.0

3,283,549 4.9 △ 431,133 △ 13.1

2,709,485 4.0 △ 336,769 △ 12.4 157,205 3.4 79,431 2.0 77,774 97.9

2,179,120 3.2 195,834 9.0 1,357,495 29.3 2,131,192 52.7 △ 773,697 △ 36.3

5,262,871 7.8 △ 89,465 △ 1.7 2,498,447 54.0 1,356,447 33.5 1,142,000 84.2

7,552,957 11.2 740,959 9.8

6,327,140 9.4 463,164 7.3

250,000 0.4 0.0

67,579,986 100.0 △ 2,162,144 △ 3.2 4,630,003 100.0 4,046,523 100.0 583,480 14.4
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③  一 般 会 計 当 初 予 算 の 推 移 （ 財 源 別 ）

（ 単位：千円、％ ）

当初予算額 財源内訳

特定財源 一般財源

伸び率 伸び率 構成比 伸び率 構成比

千円 千円 千円

元 73,554,896 10.2% 19,786,889 14.3% 26.9% 53,768,007 8.7% 73.1%

2 79,507,272 8.1% 20,248,352 2.3% 25.5% 59,258,920 10.2% 74.5%

3 92,038,534 15.8% 24,326,524 20.1% 26.4% 67,712,010 14.3% 73.6%

4 103,193,018 12.1% 28,496,729 17.1% 27.6% 74,696,289 10.3% 72.4%

5 104,465,045 1.2% 29,036,700 1.9% 27.8% 75,428,345 1.0% 72.2%

6 91,952,809 -12.0% 28,322,705 -2.5% 30.8% 63,630,104 -15.6% 69.2%

7 96,377,760 4.8% 31,075,113 9.7% 32.2% 65,302,647 2.6% 67.8%

8 93,856,317 -2.6% 30,012,742 -3.4% 32.0% 63,843,575 -2.2% 68.0%

9 93,253,015 -0.6% 30,629,238 2.1% 32.8% 62,623,777 -1.9% 67.2%

10 103,029,744 10.5% 40,871,013 33.4% 39.7% 62,158,731 -0.7% 60.3%

11 98,415,301 -4.5% 36,690,735 -10.2% 37.3% 61,724,566 -0.7% 62.7%

12 96,879,702 -1.6% 32,215,368 -12.2% 33.3% 64,664,334 4.8% 66.7%

13 94,608,850 -2.3% 30,940,691 -4.0% 32.7% 63,668,159 -1.5% 67.3%

年

度
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④  公債費比率の推移と見込み  

（単位： ％ ）

年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

公債費比率 12.9 14.0 13.1 13.8 14.1 12.1 11.7

※ 平成１４年度以降の標準財政規模は、財政健全化計画の想定値を前提とし
ている。  

 
 
 
 
⑤  起債残高の推移と見込み  

（単位：百万円）

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

年度末残高 65,664 66,688 64,583 60,968 56,466 53,076 49,618

元利償還額 7,137 7,437 7,494 8,250 7,885 6,928 6,775

※ 平成１４年度は 約１６億１千万円、平成１５年度は 約１９億５千万円、

   平成１６年度は 約１９億２千万円   を新たに発行するものとした。  

 
 
⑥  起債依存度の推移  

（ 起債発行額／一般会計歳入規模 ） （ 単位 ： ％ ）

年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

依存率 7.0 5.3 3.9 8.1 5.8 2.8 2.6

 

 

 

 

 

 

 


